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（１）下水道事業会計の現状（令和５年度決算見込み金額記載）

前回のふりかえり

下水道使用料
6.8億円

⾧期前受金
4.4億円

他会計補助金
（繰入金）

2.1億円

純利益
0.9億円

維持管理費等（流域負担金等）
6.5億円

その他
1.5億円

減価償却費
10.6億円

収
入

支
出

収
益
的
収
支

前年度からの
繰越留保資金

2.9億円

減価償却費（⾧期前受金分除く）
10.6億円-4.4億円＝6.2億円

内
部
留
保

国府補助金等
2.2億円

企業債
3.6億円

不足額
△8.0億円

建設改良費（更新工事等）
2.4億円

過去に借りた企業債償還金
11.4億円

収
入

支
出

資
本
的
収
支

その他
6.2億円

積立金
0.9億円

余
り
は
翌
年
度
へ
繰
越

収益的
収支

（３条予算）

資本的
収支

（４条予算）

6.2億円+2.9億円＝9.1億円から8.0億円を補てん

残額0.9億円+1.1億円

＝2.0億円

残額1.1億円
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（２）企業債とは

企業債は、工事等に必要な資金を調達するための方法の一つであり、国等の公的資金、銀行等の
民間資金からの借入れのこと。

下水道事業では、一般的に企業債を活用し整備等を進めている。
企業債の役割

① 市民の世代間の負担を公平にする
② 年度ごとの財政負担を平準化する

整備
年度

ポ
ン
プ
施
設
整
備

14年13年12年11年10年9年8年7年6年5年4年3年2年1年 15年

耐用年数１５年 耐用年数15年のものを、企業債
を借りて15年かけて返済すること
により、施設を利用する人が公平
に費用負担することができる

1億5千万円
かかった

1千万円ずつ１５年かけて返済
単年で1億5千万円を支出する

と、他事業を圧迫するが、企業債
を借りることで、支出の平準化が
できる

支出を均等して行うので・・・・

例えば、耐用年数15年（償却期間15年）のポンプ施設整備事業を1億5千万円で行った場合・・・・
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（３）資本費平準化債とは

年数に違いがあると、企業債の機能「世代間の負担の公平」が十分に働かない

減価償却費と返済額の差額について資本費平準化債を借入れることで「世代間の負担の公平」確保

管渠等の減価償却期間は最⾧50年、対する企業債の償還期限は最⾧40年〔最⾧年数が異なる〕

例えば、平成30年度に建設改良費で5,000万円の事業を行ったとすると・・・・

年間償還金:125万円（＝5,000万円÷40年）
年間減価償却額:100万円（＝5,000万円÷50年）

年間25万円の差額が生じる
償還期間の40年では1,000万円の差になる

この1,000万円の差額に対して
償還期間10年で新たに資本費平準化債を借入れできる

※ H30に事業実施した場合、企業債の償還、及び減価償却はR1から始まる

(万円) 

125

100

R1

資本費平準化債
償還金

(年度)
償還期限 耐用年数

R40 R50

企業債償還金

減価償却費

減価償却を超える償還金を

平準化債で将来に繰り延べる

1000千万円

企業債の種類の中には、工事や施設整備の資金調達のために行う借入れとは別に、
減価償却費と返済額の差額について借入れを行う、資本費平準化債というものがあります

資本費平準化債を借入れすることができる原理
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（４）資本費平準化債の拡充

♢ 令和6年度より資本費平準化債の発行可能額が拡充されました

これまで（～令和5年度） 拡充後（令和６年度～）

減価償却額
１００万円

建設改良事業の
企業債償還金

１２５万円

資本費平準化債
新規発行可能額

２５万円

過去に借り入れた
資本費平準化債

償還金
３０万円

企業債償還金総額

１５５万円
※ 125万円＋30万円

資本費平準化債
新規発行可能額

５５万円

過去に借り入れた資本費平準化債の償還額についても計算に含めることが可能となりました

減価償却額
１００万円

過去に借り入れた
資本費平準化債

償還金
３０万円

発行可能額拡充

先ほどの5,000万円の建設改良事業の例で、過去に借りた資本費平準化債の償還があった場合・・・
・ 年間償還金:125万円（＝5,000万円÷40年）
・ 年間減価償却額:100万円（＝5,000万円÷50年）
・ 過去に借りた資本費平準化債の年間償還金:30万円
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（５）市債全体における下水道企業債の比率

一般会計債

12,275,044 千円

（５３％）

下水道企業債

10,557,074 千円

（４６％）

その他の市債

274,600 千円

（１％）

市債全体における下水道企業債の比率

（R5見込み）

合計市債額
23,106,718千円

一般会計債

226,766 円

（５３％）

下水道企業債

195,541 円

（４６％）

その他の市債

5,073 円

（１％）

一人あたりの負担額

（R5見込み）

合計負担額
427,380円
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（６）企業債残高の推移 （企業債残高と建設改良費の関係）
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614 602 645 707 808 
1,191 

917 

1,729 

2,316 2,491 

1,755 
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2,268 2,437 

2,895 2,792 
2,332 

622 512 453 355 293 221 396 
161 276 232 66 121 

432 
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建設改良費（左軸）

企業債年度末残高ピーク
H12 約223億円

建設改良費ピーク
H10 約29億円

（百万円） （百万円）

企業債年度末残高
R5（見込み）約106億円

建設改良費
R5（見込み）約2億円
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（７）⾧期償還金利子の支払い額と平均支払利率の推移
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（百万円） （％）平均支払利率ピーク
S58 7.17％

⾧期償還金利子ピーク
H13 約8.4億円

平均支払利率
R5(見込み) 1.09％

⾧期償還金利子
H5(見込み) 約1.2億円

※ この表の平均支払利率は、⾧期償還金利子を前年度の企業債残高で除して算出しています


